様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2022年　　10月　　4日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） 　　　えいじす    
一般事業主の氏名又は名称 株式会社エイジス   
（ふりがな）さいとうあきお     
（法人の場合）代表者の氏名 齋藤昭生     印   
住所　〒262-0032
千葉県千葉市花見川区幕張町4-544-4
法人番号　3040001008325　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 2022年3月期中間決算説明会
2 2022年3月期決算説明会
3 自社HP内
4 自社HP内

	公表日
	1 　2021年　11月　02日
2 　2022年　05月　26日
3 　2022年　08月　23日
4 　2016年　07月　15日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 2022年3月期中間決算説明会
https://www.net-presentations.com/4659/20211102/sjduhs/
≪参照箇所≫
22:14～22:55　連結事業方針
22:56～24:30　Retail DXへの挑戦
2 2022年3月期決算説明会
https://net-presentations.com/4659/20220516/bhbdkfj/
≪参照箇所≫
27:26～29:55　新たな事業創出
41:34～41:42　デジタル化の取組
3 自社HP内
https://www.ajis.jp/wp-content/uploads/2022/08/AJIS_DX_20220823.pdf
≪参照箇所≫
P1　当社のDX推進の方向性
4 自社HP内
https://www.ajis.jp/corporate/philosophy/
≪参照箇所≫
Visionエイジスグループの目指す姿

	記載内容抜粋
	1 2022年3月期中間決算説明会
・経営資源を成長分野に投下し、Retail DXにも取り組む
・自立走行型AIロボットRASFORの実証実験の紹介
・売場のコンディションのチェックを自走型のロボットで実施
2 2022年3月期決算説明会
・職場環境の改革と社員教育
　心理的安全性とダイバーシティの推進
　教育投資や教育機会の提供で社員のスキル向上を支援
・米国リテイルサービスの調査、研究
・新規事業開発の取組強化
　年間3本の新規事業に挑戦
　アプリ開発やデータ活用の取組を推進
　社内外の業務改革を実現
3 当社のDX推進の方向性
・ITシステムやデジタル技術を活用したビジネスモデルへの転換
・既存サービス以外にも新たなサービスの開発にも着手
・データ活用と当社の強みである実行部隊を活用した新たな価値創造を実施
・新たなサービスを創造する挑戦
4 Vision
「日本を代表する棚卸のエイジス」から「アジアを代表するリテイルサポートのエイジスグループ」へ


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	全て取締役会で承認を得ている内容です。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	エイジスのDX推進に関わる取組について


	公表日
	　2022年　08月　23日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	自社HP内
https://www.ajis.jp/wp-content/uploads/2022/08/AJIS_DX_20220823.pdf
≪参照箇所≫
P1　当社のDX推進の方向性
P2　当社のDX推進戦略について

	記載内容抜粋
	サービスを提供する中で入手できる様々なデータと、サービス提供先との様々なデータ連携により問題点を可視化すること
統合データプラットフォームの実現と、各種データの連携による新たな価値創造をすること 
これを実現する事で、当社の顧客である小売企業が理想とする、購買者や最終消費者が満足する店舗状態を実現し続けることの出来るサービスを提供していくこと

（補足）
入手した上記データを分析することにより、データの新たな価値である、あるべき理想の店舗状態を提示することが可能となり、提示した店舗状態を既存のリテイルサポートサービスで早期に実現させることも可能となる。
また、小売店舗のレイアウトをデジタル化する事により、新たな価値を創造し、店舗展開する事も当該プラットフォームで実現させていく。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	全て取締役会で承認を得ている内容です。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	自社HP内
https://www.ajis.jp/wp-content/uploads/2022/08/AJIS_DX_20220823.pdf
≪参照箇所≫
P2　DX推進戦略を進める体制

ダイバーシティ推進、心理的安全性確保の掲載場所
⇒リンク先のコーポレートガバナンスに関する状況報告に記載しております。（P１下段～P２上段にかけて記載）
参照先：https://www.ajis.jp/ir-includes/images/governance/governance.pdf

	記載内容抜粋
	DXの各種取組みを推進
・DX推進室の新設
組織横断的な取組み
・DX推進に関するCoEを設置
・CoEによる内部人材の育成
・CoEによるローコード開発の社内教育
挑戦を称賛し、失敗を恐れない企業文化を醸成する仕組み
[目標管理制度]
目標管理制度に次の項目も評価に加える
・挑戦項目の設定と評価
・プロジェクトや改善活動チームなど担当業務以外の活動の評価
以下も新たな制度として取り組む
[挑戦の表彰]
[公募型人事異動の推進]
ダイバーシティを推進する仕組み
・心理的安全性の確保
・多様な価値観、経験、働き方の実現
・多様な人材への機会均等
心理的安全性を確保する仕組み
・さん付け運動の推進
・1on1ミーティングの導入
・会議ルールの導入



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	自社HP内
https://www.ajis.jp/wp-content/uploads/2022/08/AJIS_DX_20220823.pdf
≪参照箇所≫
P2　DX推進戦略を進める環境整備

	記載内容抜粋
	当社の顧客である小売企業とのデータ連携を各方面で容易にするために、社内のデータを纏める統合データプラットフォームを作成



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	エイジスのDX推進に関わる取組について


	公表日
	　2022年　08月　23日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	自社HP内
https://www.ajis.jp/wp-content/uploads/2022/08/AJIS_DX_20220823.pdf
≪参照箇所≫
P3　DX推進指標

	記載内容抜粋
	統合データプラットフォームの実現
・2023年3月までに一部の稼働開始
・2024年3月までに完全稼働開始
ITシステム内製化に関わるデジタル技術に精通した人材の数
現状5人 ⇒ 2023年3月10人⇒ 2024年3月15人⇒ 2025年3月20人
内部の人材育成と外部からの採用で人数の目標値を達成します。 
ローコード開発可能な人員
現状5人 ⇒ 2023年3月15人⇒ 2024年3月20人⇒ 2025年3月30人
CoE の活動を通じ、内部人材の育成で人数の目標値を達成します。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　2022年　08月　23日


	発信方法
	自社HP上にて、各種DX推進取組と同時に当社トップの齋藤より、『代表メッセージ』として発信
https://www.ajis.jp/wp-content/uploads/2022/08/AJIS_DX_20220823.pdf
≪参照箇所≫
P1　代表メッセージ

	発信内容
	・第四次産業革命が始まろうとしている
・第四次産業革命を引き起こす技術はデジタル技術
・エイジスグループはデジタル技術を使用して当社ミッションを実現するチャンスだと捉えている
・日本の低下した競争力は年々下がっているが、エイジスのDX推進に資するサービスで、業界全体のDXレベルアップに貢献する
・DX推進に重要な事は、環境変化に素早く対応できる組織と人材を作り上げる事
・挑戦を奨励し、失敗を容認する組織文化と自ら学習する人材の育成確保に経営資源を投入していく



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　2022年　5月頃　～　2022年　7月頃


	実施内容
	『DX推進指標』による自己分析を実施し、2022年7月15日にIPAの自己診断結果入力サイトより提出済み



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　2009年　1月頃　～　継続実施中


	実施内容
	2009年1月に情報セキュリティ基本方針を制定し、細則として関連規程を設置。
これらを社内ポータルで公開するとともに、定着・浸透のために年に一度従業員の理解度を図る情報セキュリティ理解度テストを実施。
セキュリティ監査に関しては、実施内容を補足説明する資料として、システム監査手順書を添付いたします。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

